
第2回・医療・介護WT(ワーキング・チーム)

2011年 11月 4日 (金)1000～ 1230

13:00～ 15:15

衆議院第2議員会館 地下2階 民主党C会議室

(進行 医療・介護WT事務局長 梅村 聡 )

【議 題】

(1)診療介護同時改定関係団体ヒアリング

(第 ¬部)

10ЮO～ 10:15日 本医師会

1015～ 1030日 本歯科医師会

1030～ 1045日 本薬剤師会

1045～ 1l ЮO日本看護協会

1l ЮO～ 11:15日 本病院団体協議会 (11病協を代表して)

11:15～ 1130日 本病院薬剤師会

11:30～ 1145理学療法協会

11145～ 1200日本製薬団体連合会

1200～ 1215日 本ジェネリック協会

1215～ 1230日 本医療機器工業会

(第 2部 )

1■00～ 1■15 健保連

1&15～ 1330 協会けんぼ(全国健康保険協会 )

1■30～ 1345 国保連

13:45～ 1400 全国回復期リハビリテーション病棟連絡協議会

1■00～ 1415 日本慢性期医療協会

1415～ 1430 全老健 (全国老人保健施設協会 )

1430～ 1445 老施協 (全国老人福祉施設協議会 )

1445～ 15:00 全国介護事業者協議会

1,00～ 1■15 日本介護専門員協会 (ケアマネ協会)

以上

次回は、11月 8日午前8時より9時までの予定で衆議院第2議員会館 地下1階 第一会議室にて
「診療介護同時改定総合討論」を開催する予定です。



2011年 10月 12日

例記者会

不合理な診療報酬項目の見直しについて

社団法人 日本医師会

1.これまでの経緯

日本医師会は、被災地の復興に全身全霊を捧げるべきとの思いから、5月 19

日、当時の細川厚生労働大臣に対し、以下のとおり、2012年度の診療報酬・介

護報酬同時改定についての申し入れを行なった。

2012年度の診療報酬・介護報酬同時改定についての

日本医師会の申し入れ (要請 )

1.2012年度の診療報酬、介護報酬同時改定を見送ること。

2.今年度の医療経済実態調査、薬価調査・保険医療材料価格調査を中止

すること。

3.介護報酬の改定は見送るが、介護保険料の決定のために必要なことは

行なうこと。

4.不合理な診療報酬、介護報酬については、留意事項通知や施設基準要

件の見直 しなどを行なうこと。

5.必要な医療制度改革は別途行なうこと。
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2.日本医師会の基本方針

(1)不合理な診療報酬項目の見直しにむけての基本方針

日本医師会は、5月 19日 、当時の細川厚生労働大臣への申し入れの際、不

合理な診療報酬、介護報酬については、留意事項通知や施設基準要件の見直

しなどを行なうことを求めたが、以下、あらためて、基本方針を示す。

① 前回の診療報酬改定の結果、医療費が大規模病院に偏在し、地域医療が

まさに危機的状態に瀕していることから、診療所、中小病院に係る診療

報酬上の不合理を重点的に是正する。

② 被災地では、患者、医療従事者が大きく移動しており、人員配置基準を

満たせなくなっている医療機関が少なくない。また、その影響は全国に

波及している。当面の間、人員や施設に関する基準の緩和を実施し、今

回改定では、施設基準等を要件とする新たな診療報酬項目は創設しない。

(2)必要な医療制度改革について

医療提供体制上に生じている歪みを是正するための機能の見直 し (た と

えば地域医療支援病院や特定機能病院のあり方の見直し)を行な う。一方

で、患者負担引き下げなどの医療制度改革も行なう。
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3.日本医師会として是正を求める不合理な診療報酬項目候補 (案 )

日本医師会は、① 地域ブロックからの意見、② 社会保険診療報酬検討委

員会からの意見、③ 基本診療料のあり方に関するプロジェクト委員会および

医療と介護の同時改定に向けたプロジェクト委員会の議論―などをもとに、

不合理な診療報酬項目の見直しについて検討を進めてきた。

そのうち、特に緊急性、重要性が高い項目を以下のとおり整理した。

診療報酬是正の要望 (主な重点項 目)

・ 2011年 10月 12日 までのものであり、今後の検討によって修正することが

ある。

(初 。再診料 )

① 再診料および地域医療貢献加算の見直し

再診料は、地域医療を支える診療所、中小病院にとって、重要な原資であ

る。地域医療崩壊を食い止めるため、診療所、中小病院の再診料の水準を、

以前の診療所の水準に戻し、さらに最低でも、前回改定における入院医療費

改定率相当の引き上げを求める。

また、すべての医療機関が地域医療に貢献していることは、今回の東日本

大震災において、多くの医療機関、医療従事者が被災地の地域医療を支援し

たことからも、明らかである。こうした医療機関本来の役割を評価すべく、

地域医療貢献加算 (診療所のみ対象)の要件をわかりやすく見直し、地域住

民、患者のもっとも身近な存在である診療所をしっかりと支えていくよう強

く求める。
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② 同一医療機関における複数科受診時の診療科別の評価

再診で複数科を受診した場合、 2つ 日以降の診療科では再診料を算定でき

ない。しかし、それぞれの専門診療科の医師が他科の医師と連携を図りつつ、

個別の技術特性を活かした診察を行なっているので、それぞれ適切に評価す

べきである。

(入院料等 )

③ 入院中の患者の他医療機関受診の取扱いの見直 し

出来高病棟に入院している患者が他医療機関を受診 した際、入院医療機関

(入院元)で入院料から 3割 (包括病棟の場合 7割)が控除され、かつ、包

括病棟入院の場合には、他医療機関 (受診先)で、たとえば投薬については

当日 1日 分しか算定できない。入院元、受診先のそれぞれの医療機関で責任

を持つて診療行為 を行なっていることか ら、それぞれ適切に評価すべきであ

る。

④ 有床診療所の入院基本料の引き上げ

有床診療所の入院基本料は、介護施設と比べても著しく低い。医師や看護

職員が医学的管理を行ない、介護施設よりも密度の濃い医療を提供していな

がら、介護施設よりも評価が低いことは不合理であるため、その是正を求め

る。

⑤ 療養病棟入院基本料において複数の疾患等を合併している場合の医療区

分の引き上げ

療養病棟入院基本料の医療区分 2において、複数の疾患・状態が合併して

も、単独の疾患・状態と同じ評価であることは不合理である。複数の疾患・

状態が合併した場合、医療区分の評価を引き上げることを要望する。
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⑥ 療養病棟入院基本料における認知機能障害加算の再評価

平成 18(2006)年度改定で倉J設された認知機能障害加算は、平成 20(2008)

年度改定で廃止された。しかし、認知症対策は国民的最重要課題のひとつで

ある。その専門的ケアを適切な水準で再評価することを要望する。

⑦ 療養病棟入院基本料の医療区分 1の評価の見直し

療養病棟入院基本料の医療区分 1は、医療区分 2'3に比べて大幅に評価が

低く、慢性期入院医療の包括評価調査分科会も、医療区分 1に関し、「診療報

酬についてもコストに見合わない点数が設定されている」1と指摘していると

ころである。医療区分 1における医療の質を確保するため、ケア時間等を踏

まえて評価を引き上げることを要望する。

③ 夜勤 72時間ルールの緩和

看護職員不足のため、夜勤要員の確保は困難をきわめており、これが地域

医療の崩壊に拍車をかけている。看護職員の確保、医療および看護の質の確

保のために、夜勤を行なう看護職員 1人当たりの月平均夜勤時間数を 72時間

以下とする要件等を大幅に緩和することを要望する。

⑨ 一般病棟入院基本料 15対 1の引き上げ

地方の医療機関には 15対 1の病院が少なくないが、特に不採算地区の 15

対 1病院はその 8割が救急告示病院であるなど、地域医療における重要な役

割を担っている。前回改定では、医療経済実態調査にもとづき一般病棟入院

基本料 15対 1が引き下げられた。しかし、当時の医療経済実態調査はその手

法に課題もあった上、日本医師会が国公立病院という同じカテゴリであらた

めて分析したところ、15対 1病院の赤字幅がもっとも大きかった2。 地域医療

1診療報酬調査専門組織慢性期入院医療の包括評価調査分科会「平成 18年度慢性期入院医療の包括評価に

関する調査の結果について 中間報告書J2007年 3月 28日 ,中 医協診療報酬基本問題小委員会
2日 医総研 「地方の中小病院の現状について一入院基本料 15対 1に注目した分析― (自 治体病院の例)」

2011年 6月 ,日 医総研ワーキングペーパーN。 235
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再生のために、一般病棟入院基本料 15対 1を最低でも改定前の水準に戻すこ

とが必要である。

(医学管理等)

⑩ 特定疾患療養管理料における病床区分の見直し

一般病床数200床未満の病院は、再診料は69点で統一されている。しかし、

特定疾患療養管理料は「許可」病床 100床以上、loo床未満で点数格差があ

る。特定疾患療養管理料の病床区分を一般病床数に改め、かつ点数を統一す

ることを要望する。

(在宅医療)

① 在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院とそれ以外の在宅点数格差是正

在宅医療は在支診等のみならず、在支診以外の診療所や地域に密着した中

小病院によっても維持されており、在支診等の厳しい施設基準を充足できな

い地域の診療所や病院もほぼ 24時間態勢で診療している。在支診等以外も、

在支診等と同じように在宅医療を行なっている場合には、同様の評価をすべ

きである。

⑫ 在宅ターミナルケア加算の見直し

在支診以外で手厚いターミルケアを行なっても、在宅死からの時間要件が

厳しいため、現実的に算定することが困難である。在支診以外については、

24時間対応の医療機関と連携していることを届け出た上で、要件を緩和する

とともに、在宅ターミナルケアについて十分に評価することを要望する。
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(画像診断)

⑬ コンピュータ断層診断の要件の見直し

他医療機関で撮影した CT及びMRIについて診断を行なった場合には、診

断する医療機関で初診料を算定する場合にしか、コンピュータ断層診断の算

定ができない。他医療機関で撮影した CT等を読影する場合であっても、初

診 。再診にかかわらずに評価すべきである。

(投薬)

⑭ 処方日数の適正化

日本医師会が行なった「長期処方についてのアンケート調査」(2010年 12

月)では、長期処方が理由で病状が重篤化した深刻な事例も少なくないとの

結果が出ている。長期処方 (た とえば 30日 以上)を行なう場合には、必要理

由の記載を義務付けるようにすることを要望する。

以上
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最近の診療報酬改定

2002年度 2004年度 2006年度 2008年度
2010年度

改定率 金額

Z

ロ

入院 入院・外来の

区分なし

+3.03%
急性期 4,000億円

その他  400億円

外来 +031% 400億円

医 科
▲130%

(1)

±0%
(1)

▲ 150%

(1)

+042%
(1)

+174%

(1)
4,800億円

歯科
▲130%

(1)

±0%
(1)

▲150%
(1)

+042%
(1)

+2.09%
(12)

600イ意円

調剤
▲130%

(1)

±0%
(1)

▲060%
(04)

+017%
(04)

+0.52%
(03)

300億円

夕療報酬本体 ▲ 1.30% ±0% ▲ 136% +038% +155% 5,700億円

薬価・材料 ▲140% ▲105% ▲180% ▲ 1.20% ▲ 1.36% ▲5,000億円

≧体 ▲270% ▲ 1.05% ▲316% ▲0.82% +0.19% +700億円

※()内 は、医科・歯科・調剤の比率。

社団法人 日本医師会
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介護報酬‖において処遇改善措置を
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介護報酬‖において処遇改善措置を実施する場合の考え方

現在、介護職員処遇改善交付金として実施している措置について、介護報酬‖において実

施する場合には、確実に介護職員の処遇改善に充てられるよう、以下の考え方により、処

遇改善加算 (仮称)を倉」設することとしてはどうか。

1。 算定式

現行 (介護職員処遇改善交付金)      
「

介護覇酬1において実施する場合の考え方 (案)|

介護報酬‖総額 (※ 1)×交付率 (※ 2)
=交付金見込み額

※1 介護報酬総額 (介護サービスの総単位数×地域区分に応じた単

価を乗じた額 (緊急時施設療養費、特別療養費及び特定診療費を

含む。)をいう。ただし、過去に支払われた報酬‖の額に誤りがあ

ったため、過誤調整を実施 した場合は、その過誤調整分を含む。

)は、当該事業年度における交付金の交付額の根拠となる介護サ

ービスの提供に係る見込額の総額を用いる。

※2 交付率については、参考参照

〈現行と同様〉

介護報酬単位X加算率×単価 (地域差)

=加算額

○加算率については、現在の介護脳員

処遇改善交付金の加算率 (参考参照)

をヨ1用。



2.算定要件 (賃金に関する要件)

現行 (介護職員処遇改善交付金)

○交付金見込み額を上回る賃金改善 (※)が見込

まれた計画を策定

※ 平成20年 10月から翌年3月 までの期間における介護職員の賃

金 (退職手当を除く)に対する改善をいう。

○介護職員処遇改善計画書を作成し、事業者の職

員に対して当該計画書の内容についての周知を

行つた上で、都道府県あて提出

介護報酬において実施する場合の考え方 (案)

く現行の考え方と同様〉

○平成24年度当初の職員構成を基準 (※

)と して、同じ職員構成で比較した場

合に、報酬改定前 (平成23年度末)の
賃金額を下回らない給与を支給するこ

と。
※ 2年目の基準は平成25年度当初の職員構成、 3年目

の基準は平成26年度当初の職員構成とする。

○報酬改定前に、介護職員処遇改善交付

金を申請していない事業所については

、上記と同様の比較を行い、報酬‖改定

前の賃金に比べ処遇改善加算 (仮称)

額相当分以上、賃金額が上回ること。

く新たに追加〉

○処遇改善加算 (仮称)のうち、本給で

支給する害」含を一定害」含以上とする。



3.キャリアパス要件等

現行 (介護職員処遇改善交付金) 介護報酬‖において実施する場合の考え方(案)

<現行と同様〉

○現行のキャリアパス要件については、

継続して要件とする。

○キャリアパス要件

ア 次の①から③までに掲げる要件に該当していること。

① 介護職員の珊位、翻責又は職務内容等に応じた任

用等の要件を定めている。

② ①に掲|ザる職位、職責又は職務内容等に応じた賃

金体系 (一 B吉金等の臨0寺的に支払われるものを除

く。)について定めている。

③ ①及び②の内容について、就業規則等の明確な根

拠規定を書面で整備し、すべての介護職員に周矢□し

ている。

イ アによりがたい場合はその旨をすべての介護職員に

周知した上で、次に掲げる要件に該当していること。

介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を

交換しながら、資質向上のための目標及び次の①又は

②に掲|ずる具体的な取り組みを定め、すべての介護職

員に周知 していること。

① 資質向上のための計画に沿つて、研修機会の提供又は技術指導等
を実施 (O」 T、 OFF―JT等)するとともに、介護III員の能力評価を

行うこと。

② 資格取得のための支援 (研修受講のための勤務シフトの調整、休暇
の付与、費用 (交通費、受講料等)の援助等)の実施

4



○定量的要件

次に掲 |ずる事項をすべての介護職員に周矢□しているこ

と。

平成20年 10月から届け出を要する日の属する月の

前月までに実施した、平成21年 4月の介護報酬‖改定を

踏まえた処遇改善 (賃金改善を除<。 )の内容及び当該

改善に要した費用の概算額

○キャリアパス要件等の適含状況に応 じ、交付率

の減算

①キャリアパス要件又は定量的要件のいずれかに該当

する場合10%減算
②キャリアバス要件及び定量的要件のいずれも該当し

ない場合20%減算

介護報酬‖におしヽて実施する場合の考え方 (案 )

<現行と同様〉

○賃金改善以外の処遇改善の内容及び当

該改善に要した費用額について、職員

に周知 していること。

く新たに追加〉

○新たに採用した職員の処遇に関して、

過去の介護職としての経験年数や実務

能力を加味することが給与規程等に明
記されていること。

く現行の考え方と同様〉

○上記のキャリアパス要件等を満たさな
い場合は、一定害」含を減算。



【介護保険制度創設時～平成20年度の地域区分】

地域区分の見直しについて

H23.10.27

【平成21年度～現行の地域区分】

【平成24年度 地域区分の見直し案】

【地域区分別にみた各サービスの収支差率「平成 23年 介護事業経営実態調査 (速報値)の概要より」】

特別区 特甲地 甲地 乙地 その他

介護老人福祉施設 21% 54% 11696 85% 107%

地域密着型介護老人福祉施設 ▲ 07% ▲199% 71% 16%

介護老人保健施設 10496 42% 13796 90% 117%

介護療養型医療施設 (病院) 325% ▲ 99% 39% 135% 130%

認知症対応型共同生活介餞 0811 89% 38211 7611 71%

訪間介護 100% 47% 63% 32% 48%

夜間対応型訪問介護 447% 162% A2371% 225% ▲317%

訪問入浴介護 47% 7211 55% 100% 62%

訪間看護 ▲ 21.596 4396 122% 1.916 30%

訪間リハビリテーション 88% 2796 A288% 14296 19%

通所介護 75% 8716 106% 116% 126%

認知症対応型通所介護 160% ▲ 4711 ▲21% 101% 57%

通所リハビリテーション 118% 82% Al1 9% 91% 23%

短期入所生活介護 72% ▲5911 30% 26111 47%

短期入所療養介護 172% 00% 124% 34% 10%

居宅介護支援 ▲ 9.2% A73% ▲ 15.9% 18% ▲ 11%

福祉用具貸与 ▲22116 162% 15196 21% 22%

小規模多機能型居宅介護 60% ▲ 3596 31% 97% 68%

特定施設入居者生活介護 110% ▲03% 8616 06% 48%

地域密着型特定施設入居者生活介護 129% ▲ 13111 ▲ 19% 5111

○経営実態調査における集計数が十分でないことも考えられるが、いずれにしても、全体で0.6%
引き下げ、特別区を15%から18%に引き上げることは疑間である。

地域割り 特別区 特甲地 1 特甲地2 特甲地3 甲地 乙地 その他

上乗せ割合
1891

〈17 4%)
15%

(14 4%)

12%

(114%)

10%

(94%)

6%

(5 4物6)

3%

(24%)

0%

(▲ 06%)

O



サービス付き高齢者住宅と介護保険の連携イメージ

日常生活や介護に不安を抱く「高齢単身・夫婦のみ世帯」が、特別養護老人ホームなどの施設への入所

ではなく、住み慣れた地域で安心して暮らすことを可能とするよう、新たに創設される「サービス付き高齢者住宅」

(高齢者住まい法 :国土交通省・厚生労働省共管)に、24時間対応の「定期巡回・随時対応サービス」(介護保険

法 :厚生労働省)などの介護サービスを組み合わせた仕組みの普及を図る。

24時間対応の訪Fo5介護・看護

「定期巡回・ 随時対応サービス」
→介護保険法改正により創設

住み慣れた環境で必要なサービスを
受けながら暮らし続ける

一
一

２

・

・

一

一

7

診療所、訪問看護ステーシヨン、
ヘルバーステーション、

デイサービスセンター、

定期巡回・随時対応サービス (新設)



王 制度概要について
○ 重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪間介護

と訪間着護を一体的に又はそれぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪間と随時の対応を行う

「定期巡回 。随時対応型訪間介護者護」を創設 (平成24年 4月 )。

○ 地域密着型サービスの一類型として創設

O対 象者は要介護者のみ (介護予防サービスは規定していない)

O身 体介護サービスを中心とした一日複数回サービス

(看護や生活援助サービスについても一体的に提供)

8



定期巡回・随時対応サービスの訪間のイメージ①
シミュレーション計算結果

定期巡回・随時対応サービスの訪間イメージ①
-24H間地域巡回型訪間サービスのあり方検討会報告書より～

左図のサービス提供イメージに、

現行の介護報酬を当てはめた場合。

【参考】
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※「通所介護」は通常規模型事業所を想定

1週間の合計 :9′357単位

lヶ月(4週間)の合計 :37′428単位

16,580単位

19,480単位

26,750単位

30,600単位

35,830単位

ｎ

Ｊ



定期巡回・随時対応サービスの訪間のイメージ②
シミュレーション計算結果

定期巡回・随時対応サービスの訪間イメージ②
-24m― 巡回國崩問サービスのあり方検討会報告書より～

左図のサービス提供イメージに、
現行の介護報酬を当てはめた場合。

【参考】
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※「通所介護」は通常規模型事業所を想定

1週間の合計 :16′753単位

lヶ月(4週間)の合計 :67′012単位

16,580単位

19,480単位

26,750単位

30,600単位

35,830単位

ｎ
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中 医 協  総 -1
2 2. 1` 1 3

平成 22年度診療報酬改定について

全体改定率 +0.19%

1 診療報酬改定 (本体 )

改定率   +1.55%

調 剤  +0.520/0

2 薬価改定等

改定率   ▲ 1.36%

薬価改定   ▲ 1.23%(薬価ベース ▲5,75%)

各科改定率 ％

『

％ｊ

％

４

３

１

９

７

０

３

０

１

３

０

２

＋

十

＋

＋

科

院

来

科

医

降

ｔ
外

歯

材料価格改定 ▲ 0。 13%



表5-1 1日 当たり医療費の推移

注1 1日 当た り医療費とは、診療実 日数当たりの医療費。
調斉」では、処方せん 1枚 当たりの医療費。 「(参考)入院外 +調斉J」 では、入院外及び調剤の医療費

を入院外の受診延 日数で除 して得た値を計上する。
注2.入院時食事療養の費用額及び入院時生活療養の費用額が含まれる。医科分は医科入院へ、歯科分は

歯科´ヽ含めている。
注3 平成22年 4月 診療分より、旧総合病院の外来のレセプ トが診療科ごとから病院単位に変更されてお り、

その影響により、入院外の 1日 当た り医療費の増加がある。

表5-2 1日 当たり医療費の伸び率 (対前年度比 )

( 円

総計

診 療  費

調剤

(参考)

入院外
十調剤

計
医 科

歯科
入 院 入院外

平成17年度 11.9 10。 2 26.2 6.8 6.1 6.9 9。 4

平成 18年度 12.0 10.3 26.6 6.8 6.0 6.9 9.5

平成 19年度 12.5 10.6 27.5 7.0 6.1 7.3 9.9

平成20年度 12.9 10.8 28.3 7.1 6.2 7.6 10.2

平成21年度①

(紹き言十=1)

13.4

( 1.00 )

11.2

(0.83)

29.2

(2.18)

7.4

(0.55)

6.2

( 0.46 )

8.0

(0.60)

10.8

(0.80)

平成22年度②

(紹合言十=1)

13.9

(1.00)

11.6

(0.83)

30.8

(2.21)

7.5

( 0.54 )

6.3

( 0.45 )

8.0

(0.57)

11.0

(0.79)

②―① 0.5 0.4 1.6 0.1 0.1 ▲ 0.0 0.3

%

総計

診 療 費

調斉J

(参考)

入院外
+調剤

計
医 科

歯科
入 院 入院外

平成17年度 3.4 2.5 2.4 3.1 0.0 6.2 4.8

平成18年度 0.8 0.3 1.4 0.1 ▲ 1.8 ▲ 0.5 １

■

平成 19年度 4.1 3.1 3.6 2.7 1.2 6。 1 4.7

平成20年度 3.2 2.5 3.0 1.8 2.8 3.4 3.4

平成21年度 4.1 3.3 3.2 3.6 ▲ 0.3 6.3 5.2

平成22年度 3.8 3.8 5.5 1.9 1.8 ▲ 0.6 2.4

2



中 医 協  総 -4
23. 10. 19

歯科用貴金属の告示価格の改定に伴う歯科医療費への影響について

注)

・推計影響率は、各年 6月 に実施される社会医療診療行為別調査の結果をもとに歯科医療費

に与える影響を推計 した値。

・各年度 10月 の随時改定の影響は、当該年度の後半 6ヶ月分の歯科診療にのみ影響を与え

ることになる。

・東日本大震災等の特殊要因については、加味を行つていない値。

改定時期

平成 21年 4月 平成 21年 10月 平成 22年 4月 平成 22年 10月

歯科鋳造用金銀パラジ

ウム合金の告示価格

(円/g)

638円 随時改定なし 619F可 802円

告示価格の改定に伴う

歯科医療費への推計影

響率 (%)

約-1.0% ±0% 約 -0。 1% 約 +0.9%

3



国民医療費(億 円)

380,000

360,000

340,000

320.000

300,000

280,000

260,000

240,000

220,000

200,000

180,000

160,000

140,000

120,000

100000

国民医療費と歯科医療費の推移 歯科医療費(億円)

20,000

10000

医科歯科別診療報酬改定率の推移

`
1998年 |,999年 12∞0年 12001年

(資 料 :国 民医療費 )

ψ

4

301.289 3312

国民医療費

307,019 310習 009.507

30141

289149
284542

歯科医療費

2296623.15523.52323.837

25,13025.34425.!972543725,56926,04125.87525,37525.37725,76625,03924,99625,7フ フ25.58

庶 五 籐 高 191172035421,190

111::1「

「
:,:3915.56516.0フ

116,7フ 8

≪改定率》

医科(%) 歯科 (%)
42年 12月
45年 2月
4フ年 2月
49年 2月

¬0月
51年 4月

___ 至旦笠 _2旦
56年 6月

59年 3月

60年 3月
6可 年 4月
63年 4月

平成  2年 4月
4年 4月

6年 4月

(4月 )

(10月 )

8年 4月

10年 4月
12年 4月

14年 4月

16年 4月

18年 4月

20年 4月
22年 4月

(入 院 303)

(外 来 o31)

960
1270

590

200
(貴金属分05別枠)

・再診料の推 診 療
≪初診料≫

医科  1  歯科
(甲 表・診療所)(診 療所) 岬贔 轟(4)

《 再診料》

昭和 42年 12月
45年 2月
47年 2月

49年 2月
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4年 4月

6年 4月
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※ 診療を行つたのみで、他の行為を行わなかった時に算定する



平成 24年度診
視点

療報酬改定の基本的認識、
、方向等 (案 )

平成23年 10月 26日

保険局

4.具体的な次期改定の方向1二ついて

盛 霧F層京「
て提示した、重点的に取り組むべき課題條 )や、改定の視点篠 河こっぃて、以下のような方向に‐ てヽ

【重点的に取り組む課題 案】

者の負担軽減
急 産`科、小児、外科等の急性期医療を適切に提供していくという観点も踏まえた、医療従事

|・ 臨
、産科Jヽ児、外科等の医師等の医療従事者の負担軽減に資する勤務体制の改善等の取細 こ対する |

:

| :驚曇臭薪酪筆香髯曇
g       促進                         |―

… … … … … … … …
¨ ___ご 中 ‐

… … … … …
中

… … … … … … … … … … … … … … … … …
― ― __…

… … … … … … … … ― … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …
― ― ― ― :

【重点的に取り組む課題 案】

連鰍 花鱚 塁恩道職垂理君皇見督習雪冨馨墓5案皇窪鷲β堤訓縮千
の明硼ヒ鋤域における

|【ξlクト自勺イェフケFコ 多程】
~……………………‥…………………………………̈………………̈―………………………………………………………………………‥―――………1

:

1

:薯請雪指   嵯聡
酷の評価 :

:

:

l

l

1

:

1

:

:

1

:

:

:

:

吟 |
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【改定の視点 案】
「充実カミ求められる分野を適切に評価していく視点」

【具体的な方向案】

ゆ |

・ 緩和ケアを含む、がん医療の充実

装 壽 訃
鷺 躙 t課 の適切な謝

:重骨番曇言IF       ttfu象害対応の検討
・ 医薬品、医療材料等におけるイノベーションの適切な評価

【改定の視点 案】
「患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・安全で生活の質にも配慮した医療を実現する視点」

【具体的な方向案】
・ 医療安全対策等の推進の評価

.場垢彗蝙8棄春青宦
に対する相談支援体制への評価

・ 診療報酬点数表における用語・技術の平易化・簡素化:                        ~~ 
… … …  ~ ・ ‐́ ´ ,- 1● ●′´卜 :り                                       1

1
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医療経済実態調
平成23年6月 実施

20111lo2

日本歯科総合研究機構

ｍ靴
引
細
引
鋼
判
制
♂

収支差額の経年推移(個人歯科診療所)

♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂ ♂

平成23年 収支差額力
'10o万

を切る !
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2 51Kl

2000

1500
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O

資料 :中 医協医療経済実態調査

略
年

59年 62年 転
年

3年 5年 7年 9年 11年 13年 15年 17年 19年 21年 22年

― 個人歯科診療所(千円) 1.585 1044 1,750 1410 1.569 1,415 1.303 10,2 1,274 1225 1351 1229 1,202
―‐―医科(無 床)診療所 (千 円) 2.lll10 2184 2,012 2167 1,913 2.217 242' 2198 2,226 1751

個人歯科診療所の収支差額の推移 (医科無床診療所との比較 )

―
個人歯科診療所(千円)―●―医科 (無床)診療所(千円)(千 円 )

30∞

在宅歯科医療連携室整備事業 (医政局、平成22年度～) LttI漑場髪ェ=
●・
・

● ■ ● ■ ■ ■ ● ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ■ ● ● ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ■

実績報告等

平成22年度は、18県 にて実施。平成23年度も本事業は継続して実施。

・・ ●
.

貸出

．

．

々

日

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

口

■

■

口

■

●

■

■

■

■

●

●

●

●

■

ロ

■

■

■

■

●

■

■

■

■

■

■

々

●

●

●
°おII再「 F百三:=T百三:::ゴ  L情

報の共肩、 歯残診こF科病肝 介ヨ露施言Qとの撻菫携
    

『

`...口

.・ 口・・・・・・・
・■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ● ■ ■ 口 ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ :

O在 宅歯科医療連携室整備事業は、在宅歯科医療を推進するため、医科・介護等との連携窓回、在宅歯科医療希望者

蔵鼻房昼菖:書:君蜃ど彗邸占富孟暫臓菖″ξ僣慮,平夜星i嘉多準鱈皇産宅歯科医療に関する広報、在宅歯科医療
Oこ れまでの実績等

国 (厚生労働省) 歯科□腔保健センターなど

在宅歯科
医療連携室

在宅療養、
要介護者

地域住民

在宅歯科ネットワーク
希望患者情報及び在宅医療実施可能歯科医師・歯科衛生士
情報の共有、歯援診と医科病院・介護施設との連携



在宅歯科医療に係る歯科診療報酬上の評価

居宅・居宅系施設 在宅歯科診療※1で実施される、
・う蝕治療
・有床義歯の作製や修理
・歯科疾患の指導管理

※2

―ヽ
―
‐Ａ
Ｉ‐
‐‐
目
闇
□
固
園
日
――
―Ｉ
Ｖ
Ｉ
‐―

その加算である旦腔出囲饉理動理菫囮班※3

など) など

在宅歯科医
療の提供

障害者の歯科医療

障害者への歯科治療の特徴など

O歯 科治療の困難性
・患者が治療の必要性を理解できない場合、治療に必要な協力が得られない
・四肢や口腔の緊張や不随意運動のため姿勢の維持、開口の動作が出来ない
・言語によるコミュニケーションが確立しにくい

O特 異的な歯科症状

応膿 聾‰鼈 恵裂
咬ヽ合などの形態学上の異常があり、それに対する対

″111」ガ鵞身輩:尋i:だ≒謂髪薄懸 麟ヵ《〕i彗 表ヽ情といった機能の不全、障害が診ら
]ヽ百:

・う蝕、歯周病、欠損という歯科疾患の症状に特異的なことがある

平成22年度社会保険指導者研修会講演資料「地域で
診る障害者歯科」(緒方克也氏)よ リー部改変

※
嘲m、魃 獅茎霧啄※2:日

1
い 。

※3:寵
3曇票糞

援歯科診療所に属する歯科医師実

1回の治療が20分以上の場合→歯科鮨間診睾紺 ∩ゝ

(1回の治療が20分未満の場合→初・再診料 )

0歯科診療報酬の初・再診料に対する障害者歯科加算の対象となる場合の例

課躍魂耐臨鯉翼朦蠍サ発紺篇醜 ダ
態ヽ知的発達障割こより開口保持が出来ない状

O処 置等の特掲診療料の著しく歯科診療が困難な障害者に対する100分の50加算の対象となる場合の例
歯科治療を直接行う歯科医師に加え、患者の障害に起因した行動障害に対し開口の保持又は体位、姿勢の保持を行うこ
とを目的として、当該治療に歯科医師、歯科衛生士等が参画した場合。

9



歯科医療について(総括)

“
齢者      昇警装凛艦 喬芦

関の受診患者も高齢化。また、

・ 歯科受診患者の高齢化に対応し、在宅及び障害者歯科医療について、
これまでの歯科診療報酬改定において重点的に評価してきたところ。

・ 併せて、患者にとって安全で安心できる歯科医療の環境整備を評価して
きたところ。

のように関わつていくかが新たな課題。

舌接触補助床などの新たな技術の保険導入や歯科用CAD・ CAMシステ
ムを用いたハイブリッドレジンによる歯冠補綴などの先進医療の導入を
行つているところ。

1か 月の医科診療費(残存歯数月1)

4QαЮ

35′m

30.0∞

25,000

20,m

15′¨

10m

5′輌

0

1.59倍

1.41倍 1.421占

歯が残っている人ほど医科医療費が少ない傾向を示す
10



(そ の他 歯 科診療 に係 わ る問題 点 )

● カ ル テ 記 載 につ い て

● 患 者 提 供 文 書 に つ い て

● 通 知 内 容 等 の 見 直 しに つ い て

●指 導 、監査 の在 り方 につ い て



要

歯

要介護高齢者における歯科医療の現状として

科医療職種の関与が必要である
にもかかわらず、実際には
約27%しか歯科受診をしていない
という背景がある

介護高齢者の約9割に歯科医療や

居宅療養管理指導について-1-
口腔ケアの普及と在宅訪問歯科診療の普及

口腔ケアは、要介護者においても生活の質の維持や向上、誤嘩性肺炎予
防に有効な介護サービスであるが、居宅療養管理指導は、在宅訪間歯
科診療後に実施されることから、今回の同時改定においては、在宅訪間
歯科診療の普及充実が、居宅療養管理指導の充実のためにも不可欠で
ある。

居宅療養管理指導について-2-
連携する介護サービス提供職種における医療的ケアの推進のための、      .
研修等の充実

在宅訪間歯科診療、その後の歯科医師、歯科衛生士の居宅療養管理に
ついて、介護サービス提供職種が医療的ケアについての理解知識の不
足が懸念されていることから、かかる職種における研修が必要であり、こ
れら研修の必須化等の充実を求める。

12



居宅療養管理指導について-3-

関係書類の簡素化、手続きの簡素化

歯科衛生士による居宅療養管理指導は増加傾向にあるものの、居宅療
養管理指導全体では普及しているとは言い難い現状であることから、関
係書類の簡素化、手続きの簡素化が必要である。

介護予防について-1-
選択的介護予防サービスの見直し

回1空機能向上および維持管理による介護予防サービスは、口腔機能の

維持および向上に資することから、下記について要望する。

・複合的なサービスの提供体制の整備
口複合的サービス提供のため、他職種との連携に必要な要件の見直し

介護予防について-2-
歯科衛生士の評価の見直し

回腔機能向上等に伴う介護における国腔ケアの質の向上には歯科衛生
士の専門性が欠かせないものの、その評価は十分とは言えないことから、
介護予防における歯科衛生士が行う介護サービスに対して、評価の見
直しが必要である。

介護予防について-3-

関係書類の簡素化、手続きの簡素化

介護予防における日1空機能向上の普及を阻害している要因として、関係
書類等整備が煩雑であり、介護施設での介護予防普及の阻害要因と
なつている。サービスの複合化とともに、もしくは単独サービスの提供に
おいても関係書類の簡素化、手続きの簡素化が必要である。

13



厚生労働科学研究費補助金(長寿科学総合研究事業)2002
(対象 ;要介護者 368名 平均年齢81歳 )

の約9割は何らかの 斗治療が必要 !

歯科治瞭必要
(21%)

歯科治療および専門的口腔ケア
どちらも必要  (53.3%)

806040200
(%)

100

しかしながら実際に歯科受診した要介護者は約27%!

要介護高齢者における歯科医療の需要口供給体制の
間に差がある。

図2在宅療養支援歯科診療所の新設 (平成20年診療報酬改定 )

在宅または社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支援する

歯科診療所を「在宅療養支援歯科診療所」と位置付け、その機能を評価した。

在宅療養支援歯科診療所届出割合(H21年 4月 時点)

在宅療養支援歯科診療所
届出数 3,700件 (H21)

歯科診療所数 67,779件 (H201

全国平均届出割合 5.5%
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―
|

介護施設 患者の家族 もともとの

(n・603)やヘルバー 外来患者

(n=327)   (n=2801

病院  歯科医師会 市町村

(n=165)   (n=123)    (n=45)

一般診療所 訪間看護

(n=28)ス テーション

(n=14)

介護支援

専門員

(n=171)

その他   :
(n=20)     |

―
」

在宅歯科医療の依頼は介護施設からが多
く、一般診療所や訪問看護ステーション
からは極めて少ない。

在宅療養支援歯科診療所調査より
(平成21年 日本歯科総合研究機構 )

質問 回答者率

かかりつけ歯科医院を持っているか
あ る 614

ない 38 6

訪問歯科診療制度

利用したことがある

制度は知っているが医院を知らない 32 4

全く知らない 59_2

介護保険サービスでの口1空ケア指導

利用したことがある 12

あることは知っている 188

全く知らない 79 8

介護支援専門員による
口腔ケア提案状況

提案があリサービスを受け入れた

提案はあったが断つた 116

全くなかったので相談した

全くなかつた 82 0

最も必要な情報は何か

相談窓口や治療に関する情報 376

介護サービス提供者からの指導・助言 24 0

提供される援助に関する情報 33 0

口腔ケアによる誤味性肺炎の予防、口腔機能向上によるむせや口腔乾燥の減少等
口腔関連サービスがたいへん効果があるにもかかわらず、要介護者とその介護者
(家族)に おける介護保険サービスでの口腔ケア指導に対する認知度や、介護支

による口腔ケア ヽ

熊本県内介護支援専門員49名を調査員とし、要介護者とその介護者 (家族 )

500名を対象に聞き取り調査 (日 本公衛誌 :Vd 53、 2006)

|

1腫詈誇萱 4る口腔ケア提案状況が極めて低い状況にある。
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複合プログラムの実施による効果の例

一

第 83社会保障審議会
介護給付費分科会資料
平成 23年 lo月 31日

要介護1から要介讚3の対象者に対し、運動器機能向上プログラム、日腔機能向上プログラム、栄養改善プログラ
ムを、それぞれ単独で実施した場合と複数プログラムを組

&合
わせて実施した場合では、複数プログラムを組み合

わせて実施した方が、舌機能において改善の差がみられ
(資 料:平成22年度老人保健健康増進等事業「予防給付及び介醸給付における口腔機能向上サービスの推進に関する総合的研究事業」)

(例 2)

(例 1)

軽度の低栄養状態を示した要介護者に対して、栄養改善プログラム単独で実施した場合と栄養改善・口腔機能向
上プログラムの2種類を組み合わせて実施した場合では、組み合わせて実施した方が栄養状態を示す血清アルブ
ミン値において改善の差がみられた。

「

)く 1

舌機能 〈雪の左右運動)の改善
)く2

血清アルブミン値の改善
807

11■ .

|:|‐ |

単独  2種  3種

専Pl性 をもった人材の育成 確…

利用者 家族からの要望力くない

:.堤体型R「FI署 1章諄j二籠キ:

〈mm,

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

ノd45

‐ 狐  `憚   0●I                            機能向上
N=57  N=62  N=35

1※ 1舌機能 (左右の舌運動 )/・N '  口 ,π 月し /ヽ‐ ■」 Vノ ロ ■ヽ3● ′                                                                                    '

グラフの値は、舌を左右に最大限伸ばしたときの、舌先端の左右間の距離を計711した値のプログラム介入前後の |
変化量。舌機能の評価法の一つで、この舌機能は、食塊形成や食物ののどへの送り込み、会話等に寄与するとされ |
ている。

'ルブミン値 :栄養状態をはかる指標。
一‐̈‐…  ‐‐‐‐ヽ‐‐‐―‐‐‐‐̈‐―・̈‐‐‐‐―  ‐‐‐‐̈  ‐―‐‐‐‐―‐―‐‐‐‐‐3

3種類 o4●/● :

(資料出所)厚生労働省「介護綸付費実態調査 平成23年 2月 審査分」特別集計

口腔機能向上カロ算、栄養改善加算を算定uよい理由

介護予防通所介護(985事業所) 介護予防通所リハビリテーション(892事 業所)

専門性をもつた人材の育成 確保が困難

春1月 者 家族からの要望がない

嶽罰∬i″熱輔帯鰭J蘇

l

0            50 0             5o

-338

ベースライン  2か月後

栄養改暮 N=22)

介il報酬単位が低い

対象となる状態の春1用者がい

利用者 家族からの承諾 (理

そあ他

ベースライン  2か月後

栄養改善+口腔 (N=17)

″f
鶴t

介護報酬単位が低い

対象となる状態の利用者がいない

利用者・家族からの承諾(理解)が得ら

その他

□栄養改善加算  日口腔機能向上加算 □栄養改善加算  口口腔機能向上加
=

0選択的サービスのうち、2種類のプログラムを実施している事業所は、介護予防通所介護で
79%、 介護予防通所リハビリテーションで74%、 3種類全てを実施しているのは、介護予防
通所介護で018%、 介護予防通所リハビリテーションで04%で ある。

O口腔機能向上加算及び栄養改善加算を算定しない主な理由で、「提供手順・必要な書類、手続き
が複雑」が、介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションで3割程度みられる。

選択的サービスのうち複数プログラムの算定状況

運動
917%

16
資料 :厚生労働省老人保掟課平成23年「介護予防通所介歴 介護予防通所リハビリテーションの実施状況把握J  4



平成24年度診療報酬 (調剤報酬)等

改定について

民主党厚生労働部門会議

医療・介護W丁

団体ヒアリング提出資料

平成23年 11月 4日

日本薬剤師会



診療報酬 (調剤報酬)と介護報酬の

同時改定に向けて(要望)

①国民・患者への安定的な医薬品の提供体制ならび
に医薬品の適正使用の確保、併せて、介護サービ
スを安定的に提供するため、必要な財源を確保して
いただきたい(プラス改定)。

→ 具体的内容については「主要検討項目」を参照

②各科 (医科、歯科、調剤)技術料の割合を踏まえた
公平な改定率を維持していただきたい。

医科 :歯科 :調剤 =1:1:0.4



改定率の推移

注1)各科 (医科、歯科、調剤)の改定率は、それぞれの技術料が占める割合に応

じたものとされている。

① 平成 12～ 20年度(※ 14年度を除く)

医科:歯科:調剤 =1:1104
(平成 12年度の歯科改定率のうち、05%は歯科用金属の国際価格変動対応分 )

② 平成 22年度

医科:歯科:調剤 =1:12:堕
注2)平成 14年度は、各科の改定率が 1:111という不公平な取り扱いとされた。 2

年度  1  本体
医科 歯科 調剤

平成 12 +19% 1-20 0/0 +25 0/o ■ 0_8 96

14 -13% -13% -13% -13%

16 +00 % +00 % 十oo % 400 96

18 ―-136% -15% -15% -06 %

20 +0380/o +0420/o ■ 0420/0 +0.17%

22 +1550/0 41740/0 1-2090/O +0.5296



調剤報酬医療費における

本体改定率と薬価改定率影響

<改定前>

958%(A4200)

<改定後>

一
4052%

調剤報酬改定分

7285%X(▲ 575%十 ▲077%)=▲47%
↑  薬価改正分
↑

後発品のある先発品のフ下分

薬剤料等 73%

(薬剤 7285%+材料 0.15%)

技術料

薬剤料等
68.3%

技術料

2752%

※改定前の技術料および薬剤料等の割合は、平成20年社会医療診療行為別調査 (厚生労働省 )より算出    3



平成24年度調剤報酬改定における
主要検討項目

。ジェネリック医薬品 (後発医薬品)の使用促進

・ お薬手帳の普及促進、薬歴の評価

・ 在宅医療の推進

・ 調剤基本料の在り方

・ 病院薬剤師の病棟配置 (チーム医療)など

4



可.ジェネリック医薬品(後発医薬品)の

使用促進

【政府目標】平成24年度までに数量ベース30%以上

【直近の状況】
・ 数量ベース:22.4%(平 22、 全国平均)

・ 後発医薬品調剤体制加算 :23,864薬局 (全薬局の約45%)
・ 備蓄医薬品:平均880.8品 目(対前年47.4品 目増加)

・ 後発品を調剤した処方せん:32.3%(平 23)←29.9%(平 22)

・ 〔先発→後発〕への変更に伴う薬剤料の節減効果 :約20%
24.4%(平 23)← 19.9%(平 22)

・ 後発医薬品へ変更不可の処方せん :30%以上

31.0%(平 23)←33.0%(平 22)

⇒ ※今後も継続した推進策が必要

5



2.お薬手帳の普及促進、薬歴の評価

・ 東日本大震災での活用実績 (必要性の再認識 )

・ 普及割合は平均55%。 しかし、年齢層によるバラツキが非常
に大きい (手L幼児と高齢者では60%を超えているものの、そ
れ以外の年齢層では40%前後 )

・ 薬歴との一体的な情報提供、管理指導が不可欠

・ 薬歴を活用した疑義照会の割合 :3.15%(うち、処方変更が
生じた割合は68.9%)
→ 年間で約2,300万枚 (処方変更は1,580万枚)に相当

6

⇒ ※薬歴活用を含めたお薬手帳のさらなる普及促進が必要



3.在宅医療の推進

在宅患者訪間薬剤管理指導の届出薬局 :40,170薬局

在宅患者訪間薬剤管理指導料【医療保険】
=居宅療養管理指導費【介護保険】

在宅薬剤管理による薬の飲み忘れ、飲み残しの改善効果は
約400億円 (推計 )

小規模薬局 (1人薬剤師)であつても在宅薬剤管理に対応で
きる仕組みが必須 (患者さんへの24時間365日 対応など)

→沖縄県北部地区の先進的事例 (地域医療再生計画 )

そのほか、多職種連携による情報共有、無菌製剤処理、緊
急時対応 (夜間など)などに関する評価の必要性

※薬局薬剤師を活用した、さらなる在宅薬剤管理指導の

推進が必要
7



4.調剤基本料の在り方

・ すでに原則一本化(通常40点/特例24点 )

・ 特例区分 (1月 4000枚超、集中率70%超 )に該当する薬局は
ごく僅か(処方せん枚数で4.4%、 薬局数で1%程度)

・ 薬局の経営効率面における違いを考慮した、施設コストの差
を評価 (薬剤師の技術コストの差ではない)

⇒ ※経営効率面を踏まえた現行の仕組みを維持すべき

8



5. 病院薬剤師の病棟配置

(チーム医療)

・ チーム医療の推進の必要性、医師の負担軽減

・ 病棟薬剤師の配置

・ 処方設計の支援、入院患者に対する服薬管理

⇒ ※チーム医療の推進の観点から、病棟薬剤師の配置を

推進することが必要

9



社会保障・税一体改革成案における

患者負担に関する事項ついて

【医薬品の患者負担の見直し】
「医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の

価格水準も考慮して見直す」

↓

反対
<主な理由>
0患者にとつてわかりにくい

・ 保険医療における薬物治療に支障をきたす恐れ

・ 諸外国の医療制度 (薬剤自己負担制度)と我が国
の保険制度 (定率負担)の仕組みは異なるため、
パッチワーク的に取り入れることは適切でない

10



平成 23年 H月 4日

民主党厚生労働部門会議

座長 長妻 昭 様

平成 24年度診療報酬・介護報酬改定に関する要望書

社会構造の変化による急速な高齢化の進展等により、増大するニーズに対 して、生

活の場での療養生活、在宅の看取 りを支える、安全・安心の医療・介護体制の実現が

望まれます。

医療 。介護の連携と機能強化を推進するには、良質で適切なサービスが提供される

よう、看護職の労働環境を守る取 り組みが早急に必要です。

そして、住み慣れた地域での療養を支えるためには 「地域包括ケアシステム」にお

いて、在宅移行支援や医療依存度の高い療養者への支援など看護が十分に機能を発揮

することが重要です。

下記の事項について、ご検討ならびにご配慮をお願い申し上げます。

重 点 要 望

診療報酬改定に関する要望事項

1.法定休暇等の取得を前提 とした看護配置の実現、及び看護職の健康や生活を考

慮した夜勤・交代制勤務を実現すること。

2.超高齢社会を見据えて在宅療養や看取 りを支える訪間看護の評価 を充実させる

こと。

3.医療機関や訪問看護ステーションにおける地域連携の取り組み、在宅療養の継

続に資する看護外来の取 り組みを推進すること。

4.質 の高い医療の提供、医療従事者の負担軽減に資するチーム医療による提供体

制について一層の推進を図ること。

介護報酬改定に関する要望事項

1.医療ニーズの高い要介護 (支援)者が安全・安心な在宅療養生活を継続できるよ

う、地域包括ケアシステムにおける医療と介護の連携体制を充実させること。

2.訪問看護の必要な要介護 (支援)者に対 し、適時適切なサービス提供が可能な仕

組みを整備すること。

3.終の棲家として利用者の安全・安心を支える特別養護老人ホームの看護・介護体

制を強化 し、外部医療サービスとの柔軟な連携の仕組みをつくること。



看護職が働き続けられる勤務体制の実現
過酷な労働環境
◆3交代制 :月 9回以上の夜勤が4割強

◆2交代制 :夜勤拘束時間16時間以上が約9割

◆法定休暇等の取得を前提とし
た看護配置の実現
育児休暇等の法定休暇を取得した者の労

働時間を、他の看護職員が補完する勤務
にあり方の是正を。 ノ  ヽ

厚生労働省看護師等の「雇用の質」の向上に関するプロジェクトチーム

労働時間等の課題 :◆「所定時間外労働の発生」「十分な勤務間隔の確保困難」「二交代制勤務の長時間
夜勤」、◆労働時間管理が組織化・体系化されていないなど

⇒労働時間管理の改善 :研修会の開催、労働時間設定改善コンサルタントによる支援など

中医協において、看護師等を含めた病院医療従事者の負担軽減策に関し、平成24年度診療報酬改定に
向けて検討。

診療報酬改定【重点的に取り組む課題(案 )】 :医療従事者の負担軽減

◆健康に配慮した夜勤口交代制勤
務の実現
長時間連続の夜勤や短時間の勤務間隔等の

勤務にあり方の是正を。

厚生労働省平成24年度概算要求 :看護職員等の勤務環境の改善に向けた支援

公益社団法人 日本看護協会



医療・介護の連携と在宅ケアの強化
◆医療機関と在宅ケアでサービスが途切れる

◆医療依存度が高いと、在宅療養の継続が困難
⇒医療二一ズの高い療養者への支援の充実、重症化予防が不可欠

退院調整・在宅移行支援
年齢制限撤廃や連携体制整備等

医療機関・訪間看護の連携
診療報酬における評価のあり方

介護報酬での評価の新設 等

スムーズな移行 在宅での療養の支援

医療二一ズの高い療養者ヘ

の支援の充実
◆訪間看誰の充実。強化
訪問回数制限の要件緩和等、24時間対応

体制の推進、ターミナルケア体制の強化等

◆ 複 合 型 サ ー ビス の 倉1設
小規模多機能型に訪問看護を付加し、「通
い」「泊まり」「訪問介護」「訪問看護」の多
機能サービス拠点を新設

外来等での療養相談・

指導の充実
算定対象の拡大等の在宅療
養指導の強化

診療報酬改定【重点的に取り組む課題:具体的な方向(案 )】

早期の在宅療養への移行、地域生活への復帰に向けた取り組みの評価

退院直後等の医療ニーズの高い者への重点化等の訪問看護の充実

介護報酬改定
医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援(地域包括ケア)の推進

公益社団法人 日本看護協会




